
平成１８年度当初予算

主要事業の概要

島 根 県



Ⅰ 活力と働きの場を生み出す産業が力強く展開する島根の国造り
・新産業、新事業の創出

・戦略的な生産・販売による創造的な産業活動の促進

・地域資源を活かした産業の振興

・産業を担う人づくり

・経営の安定強化の支援

・雇用・就業環境の整備、定住の促進

(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 島根暮らしＵＩター 38,500 ○「団塊の世代」の大量退職を契機に、(財) 地域振興部

[地域政策課]ン支援事業 ふるさと島根定住財団を総合窓口として、

ＵＩターン促進策を強化

【事業内容】

ＵＩターン希望者に対する無料
「職業 ：」

職業紹介を実施

相談から斡旋、建築までをニー
「住居 ：」

ズに応じ、一貫してフォロー

定年帰農希望者等に対する休日
「農業 ：」

研修等を実施

新規 ＩＴを活用した地域 30,000 ○本県の充実した高速インターネット環境な 地域振興部

[情報政策課]産業の創出・高度化 どＩＴの活用による地域課題解決のための

支援事業 先導的・モデル的取組を支援

・対 象 者 県内企業、ＮＰＯ法人等

・対象経費 システム開発、機器導入など

・補 助 率 ２/３

拡充 企業参入促進事業 164,764 ○企業参入による、農業の担い手確保や産地 農林水産部

[農業経営課]づくりを促進するため、採択要件を改正

【主な改正内容】

①「共同生産出荷タイプ」の新設

②県内企業については新規雇用要件を廃止

項 目 担 い 手 産地づくり型

確 保 型 共同生産出荷タイプ 契約取引タイプ

担い手とな ２戸以上の農家と共 周辺農家５戸相当

採択基準 りうる企業 同生産･出荷 から生産物受入れ

農業専従者1名以上 農業専従者2名以上

県外企業 新規雇用1名以上 新規雇用2名以上

補助対象 3,000～ 3,000～ 30,000～

事 業 費 30,000千円 50,000千円 100,000千円

補 助 率 1 / 3
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 しまね型経営体育成 120,254 ○平成１９年度から実施される「品目横断的 農林水産部

[農業経営課]事業 経営安定対策」の対象となる経営体を育成

する取組みを支援

【事業内容】

１．特定農業団体等の設立・規模拡大の支援

・補助金額：３千円～８千円/１０a

・実施主体：特定農業団体等

・予 算 額：30,000千円

２．集落営農組織向け貸付金（運転資金）

（ ）・融 資 枠：１億円 上限５百万円/団体

・融資期間：１年以内

・融資利率：１．７％

・予 算 額：54,054千円

３．JAによる農業法人設立への支援

・JAが営農を受託する法人を設立する場

合、しまね農業振興公社が出資

・県は出資に必要な資金を公社に貸付

・予 算 額：36,000千円（国2/3、県1/3）

新規 森林ビジネスコラボ 11,000 ○公共事業縮減等に伴い経営が悪化している 農林水産部

[林 業 課]レーション推進事業 森林組合の経営基盤の強化を図るため、組

合間連携や企業的な経営展開の取組を支援

* ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ（異業種・他組合との共同等）

【事業内容】

１．ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ計画樹立指導 2,900千円

・県森林組合連合会が作成した計画の内

容・財務状況を県が審査

２．ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ構築事業 6,480千円

・ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝにより経営基盤の強化効果

が期待できる組合の計画策定を支援

・事業主体 ～ 県森林組合連合会

・補 助 率 ～ １ / ２

３．森林組合経営改善緊急支援 1,620千円

・経営状態の悪い森林組合については

ｺﾝｻﾙにより集中的に経営改善を指導

・事業主体 ～ 県森林組合連合会

・補 助 率 ～ １ / ２
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 水産業融資対策事業 314,300 ○燃油価格の高騰及びエチゼンクラゲの大量 農林水産部

[水 産 課]漁業経営緊急 発生に伴う、漁業経営への影響を緩和する

支援資金貸付金 ため長期の運転資金を創設

・融 資 枠：５億円

・利 率：１．２％

・償 還期 間：６年（うち据置２年）

・貸付限度額：1,000千円～50,000千円

（漁業種類別に設定）

・事 業期 間：平成１８年度～２０年度

新規 プラズマ利用技術開 1,000 ○プラズマ利用技術開発プロジェクトについ 商工労働部

[産業振興課]発プロジェクトにか て、事業化を目指したより実証的な研究開

かる有限責任事業組 発を行うため、県外企業と共同で「有限責

合（LLP）への出資 任事業組合（略称 LLP 」を設立するため）

の出資

【設立するLLPの概要（予定 】）

・県出資金 ～ 1,000千円

（他の出資者も同額）

・設立時期 ～ H18．4月から7月頃

・県外企業 ～ 日本パーカライジング株式

会社等

・設立場所 ～ ソフトビジネスパーク内の

貸オフィス

・研究開発の内容

事業化に向けた実証研究（サンプル出荷

による市場性確認等 、新たな技術開発）

・LLPの存続期間 ～ １年毎の更新

※ 有限責任事業組合（LLP）

① 設立根拠 ～「有限責任事業組合契約に関する法律」

（H17.8施行）

② 法の目的 ～ 新規創業や産学連携など創造的な共同事

業の促進 (ベンチャーなどの創業支援)

③ 特 徴 ～ 1) 有限責任（責任は出資金の範囲）

2) 内部自治（柔軟な損益・権限分配、機関

の設定が可能）

3) 課税面で有利（企業の参画が得やすい）
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 しまね地域提案型雇 30,000 ○地域資源の活用による産業振興、雇用創造 商工労働部

[労働政策課]用創造促進事業 について、地域の協議会（市町村、民間団

体等で構成）等からの提案に基づき雇用対

策を実施

【事業内容】

① 事 業 費 ～ １０百万円以内/地域

② 地 域 数 ～ ３地域

③ 実施方法

各地域の提案をコンテスト方式で選定

し、県が実施を地域へ委託

新規 島根産業人材確保推 23,640 ○本県産業の振興のため、人材紹介企業と連 商工労働部

[労働政策課]進事業 携し、県内では得がたい産業人材の確保を

図るほか県自らも無料職業紹介を実施

【事業内容】

１．有料職業紹介の支援 予算額 21,700千円

<県内産業界> <県> <産業人材>

・新産業創出PJ企業 島根向け職業紹介 <県外>

・産業競争力強化PJ企業 委↓託 専門的・

・企業立地認定企業 --依頼→ 民間の人材紹介企業 -確保→ 技術的人材

など <有料職業紹介> （技術者等)

(県負担) ① 受託企業の求人広報費

② 島根県への求職者等招待旅費

③ 県内企業の依頼に基づき人材確保に成功した場合の成功報酬の１/２

（残り１/２は依頼した企業負担）

２．無料職業紹介の実施 予算額 1,940千円

県に雇用推進員１名を配置し関係機関と連携しながら実施

高等技術校再編整備 11,989 ○石見高等技術校（仮称）整備にかかる再編 商工労働部

[労働政策課]事業 整備計画の検討、建設予定地の管理などを

行う

【スケジュール（計画 】）

Ｈ１７～用地取得（土地開発基金）

Ｈ１８～PFI導入可能性調査、訓練科の

検討など

Ｈ１９～Ｈ２１

設計、用地買戻・造成、建築工事

Ｈ２２～開 校（予定）
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

離職者緊急雇用対策 573,223 ○県下の厳しい雇用情勢に対応するため「ふ 商工労働部

[労働政策課]事業 るさと雇用創出基金 （H16年度に５億円積」

増し造成済み）を活用した短期雇用対策を

実施

【概 要】

・雇用予定数 ７１６名

・事業数 ２２事業

・事業実施部局

地域振興部、環境生活部、農林水産部

土木部、教育庁

拡充 建設産業経営革新促 80,130 ○公共事業の縮減に伴う建設産業・地域雇用 土 木 部

[土木総務課]進事業 への影響を考慮し、建設産業に対する支援

[技術管理課]策を拡充して実施

【新規事業】

１．新分野進出地域ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援事業

・事業化に向けた初期投資への助成

・補 助 率 1 / 3 (上限4,000千円/件)

２．しまね・ハツ・建設ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ市場開拓事業

・県内建設業者等が保有する独自技術を全

国規模の見本市等へ出展する経費を助成

・補 助 率 1 / 2 (上限500千円/件）

３．建設産業経営革新診断事業

・診断チームが経営革新を図る企業の経営

状況等を集中的に調査し、助言を実施

新規 宅地造成事業補助金 1,598,692 ○旭拠点工業団地への島根あさひ社会復帰セ 企 業 局

ンターの誘致決定に伴い、工業団地造成に

要した費用等（約２９．５億円）と国（法

務省）への売却見込額（Ｈ１８年度及び

１９年度で分割払い、約１３．５億円）の

差額について宅地造成事業会計に補助

○一般会計から宅地造成事業会計への既貸付

金2,088,869千円の償還

・Ｈ１８償還：1,598,692千円

・Ｈ１９償還：490,177千円
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Ⅱ それぞれの地域で安全・安心な生活ができる島根の国造り
・安全な生活の確保

・食の安全・安心の確保

・安心して暮らせる社会の実現

・いつでもどこでも安心して受けられる医療の確保

・子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり

(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 県有施設アスベスト 164,188 ○吹き付けアスベスト等の含有が判明した県 総 務 部

[営 繕 課]対策事業 有施設について、利用者の安全・安心を確

保するため、計画的に処理工事を実施 教育委員会

[生涯学習課]・松江北高、大社高、島根女子短期大学な

ど１１施設

含有が判明した施設 ２２施設

※ 図書館は、Ｈ18.3月下旬から着手

※ 県営住宅は、Ｈ18.1月下旬から着手

新規 アスベスト総合相談 5,681 ○県民にとってわかりやすい相談体制を整備 環境生活部

[環境政策課]窓口設置事業 するため、総合相談窓口を設置

・フリーダイヤル２本設置

○相談内容のうち、より高度で専門的なもの

は、担当する関係機関へ橋渡し

新規 医師確保緊急対策事 73,420 ○離島・中山間地域及び産科、小児科等の特 健康福祉部

[医療対策課]業 定診療科における深刻な医師不足に対応す

るため、医師確保緊急対策を実施

【主な事業内容】

(1)島根大学と連携・協力した医師確保策

①島根大学地域枠推薦入学者奨学金

［対 象］ 地域枠推薦入学者５名

［貸与額］ ・入学金 282千円

・月 額 100千円

［返還免除］卒後１８年以内に６年間

県内医療機関で勤務

（ 、 ）うち ３年間へき地勤務

②しまね医学生特別奨学金

［対 象］ 初期臨床研修終了後県内で

勤務する意志のある島根大

学医学部生

（１～５年生 10名）

［貸与額］ 1,500千円／年×２回限度
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

［返還免除］初期臨床研修終了後６年

間県内医療機関で勤務

(2)後期臨床研修医に対する支援策

①後期臨床研修医国内外研修補助

［交付先］ 後期臨床研修医受入病院

［交付額］ 国内外研修に要する経費

（2,000千円／人を限度）

［要 件］ 後期臨床研修終了後２年

間へき地等勤務

②後期臨床研修病院助成費

後期臨床研修プログラムの充実に要

する経費を助成

［ ］ （ ）交付額 定額 1,000～2,000千円

(3)医師確保チームによるアクティブプロ

ジェクト ※医師確保対策室の設置

【関連事業】

研修医等定着特別対策事業 14,430千円

初期臨床研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの充実等を支援

新規 お産あんしんネット 73,961 ○周産期医療ネットワーク構築事業 健康福祉部

[健康推進課]ワーク事業 「総合周産期母子医療センター 「地域周」、

産期母子医療センター」を指定し、周産期

医療提供体制を充実強化

①総合周産期母子医療センター支援事業

・交付先：県立中央病院

・交付額：5,793千円

②地域周産期母子医療センター支援事業

・交付先：松江赤十字、益田赤十字病院

・交付額：1,000千円／病院

○緊急搬送体制整備事業

総合周産期母子医療センターへの緊急時搬

送体制を整備するため、新生児専用ドクタ

ーカーの整備を支援

・交付先：県立中央病院

・交付額：52,000千円

○県西部地域助産師確保対策事業

助産師不足が深刻な県西部の周産期拠点病

院が、助産師を自ら養成するための就学費

を助成

・交付額：700千円／人
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 少子高齢社会を支え 2,000 ○少子高齢社会を全国に先行して経験する島 健康福祉部

[高齢者福祉課]る新たなシステムづ 根県から少子高齢社会に適応した新たな

くり事業 社会・経済システムを提案し、国に要望す

ると同時に、可能なものは事業化を検討

新規 しまね子育て応援パ 8,000 ○子育て家庭に対して、協賛企業等から各種 健康福祉部

[青少年家庭課]スポート事業 サービスが受けられるパスポートを交付し

企業等の子育て支援に対する意識の高揚と

パスポートを仲介した社会全体での子育て

支援気運を醸成

【事業内容】

・実施主体：県・市町村

・ｻｰﾋﾞｽ内容：飲食、理美容、宿泊などの

料金割引等

・対象世帯：妊婦及び１８歳未満の子をも

つ世帯（約78,000世帯）
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

障害者の自立に向け 270,456 ○障害者自立支援法の制定を踏まえ、障害者 健康福祉部

[障害者福祉課]た特別支援事業 の地域生活移行の支援体制の整備を図るた

[健康推進課]め、Ｈ１７～１９の３年間、重点的かつ緊

急に事業を実施

【事業内容】　

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 合計

54 54 108

(１)発達障害者支援体制整備事業 【新規】 51 51 102

(２)障害者ケアマネジメント従事者養成事業 3 3 6

13 189 200 402

(１)グル－プホ－ム整備事業 13 70 45 128

(２)障害者就労支援センタ－事業 【新規】 17 33 50

(３)障害者就労訓練等整備事業 【新規】 54 74 128

(４)はつらつ生活補助金等の拡充 48 48 96

69 28 28 125

63 16 16 95

6 12 12 30

82 271 282 635

（単位：百万円）

合　　　計

項　目　・　事　業　名

(２)療養支援事業（交通費助成、滞在資金貸付金）

(１)ショート、ディサービス提供体制整備事業

１.障害者の相談・支援体制の充実

２.障害者の地域における自立生活支援

３.極めて重度の障害児・者に対する支援強化

計　画　事　業　費
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 １(１)発達障害者支 50,805 ○自閉症、アスペルガー症候群等の発達障害 健康福祉部

[障害者福祉課]援体制整備事業 者とその家族に対し、ライフステージに応

じた総合的な支援体制を確立するため、発

達障害者支援センターを設置

【事業内容】

・設置箇所：２箇所（東部１、西部１）

・開設方法：障害児（者）施設を有する社

会福祉法人に委託

・事 業 費：２４，５４８千円／箇所

・開設時期：Ｈ１８年４月予定

新規 ２(２)障害者就労支 16,700 ○障害者の就労支援をきめ細かく行うため、 健康福祉部

[障害者福祉課]援センター事業 各圏域毎に就労支援センターを設置

・設置箇所：２箇所（雲南１・益田１）

・開設方法：社会福祉法人に委託

・事 業 費：８，３５０千円／箇所

・開設時期：Ｈ１８年４月予定

新規 ２(３)障害者就労訓 53,944 ○県単独事業で助成している小規模な共同作 健康福祉部

[障害者福祉課]練等整備事業 業所が、障害者自立支援法の給付対象施設

となるように、必要な設備・機器等の整備

費を支援

・共同作業所：４７カ所

、 、○併せて 小規模通所授産施設等に対しても

機能の充実強化を図るため、機器購入等を

支援

【事業内容】

・移行促進施設設備等整備費

（国1/2、県1/4、市町村1/4）

１５箇所 51,000千円

・研修等充実強化費（国1/2、県1/2）

2,944千円
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 抗インフルエンザウ 118,385 ○国と都道府県で必要なタミフル備蓄量を定 健康福祉部

[薬事衛生課]イルス薬 タミフル め、本県分を２カ年に分けて購入（ ）

備蓄購入費 ・備蓄数量：６２，０００人分

（人口の約8.3％分）

・購入金額：２３６，７７０千円

［Ｈ１８］１１８，３８５千円

［Ｈ１９］１１８，３８５千円

拡充 豪雨災害緊急対応事 167,100 ○「豪雨災害対策緊急アクションプラン」の 土 木 部

[河 川 課]業 策定、水防法の改正に対応し住民の迅速な

避難を可能とするための事業を実施

【事業内容】

１．浸水想定区域図作成 (H19年度完了)

２．市町村ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成支援

(H20年度完了)

３．洪水予報ｼｽﾃﾑ等の整備(H20年度完了）

・県下5河川で洪水予報を実施

・CCTVｶﾒﾗ設置による情報提供 など

新規 高齢者交通安全個別 10,519 ○増加する高齢者交通事故を抑止するため、 警察本部

訪問事業 警察官による高齢者個別巡回指導に加え、

外部委託により早期に全高齢者を訪問

警察署再編事業 51,010 ○警察署再編による著しい狭隘化及び建物の 警察本部

老朽化のため、大田警察署と雲南警察署を

整備

①大田警察署

大田集合庁舎を活用して整備

［スケジュール］

・Ｈ１８：実施設計

・Ｈ１９：改修工事

②雲南警察署

雲南市三刀屋町地内に移転整備

［スケジュール］

・Ｈ１８：実施設計、地質調査等

・Ｈ１９：用地取得、建築工事

・Ｈ２０：建築・周辺工事
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Ⅲ 豊かな環境のもとに快適な生活ができる島根の国造り
・人と豊かな自然が共生している地域社会の実現

・環境への負荷の少ない循環型社会の実現

・便利な暮らしの実現

・快適な暮らしの実現

・歴史・文化を生かした豊かな暮らしの実現

(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

電子決済システム整 62,375 ○県民の利便性向上を図るため、ＡＴＭやイ 出 納 局

備事業 ンターネットバンキングによる県税、施設

使用料等の納付ができるシステムを構築

県税電子申告システ 66,520 ・運用開始予定 総 務 部

[税 務 課]ム整備事業 Ｈ１９年１０月～ 施設使用料等

Ｈ２０年 ２月～ 県税（順次導入）

自動車税はコンビニエンスストア

でも納税が可能に

○納税者の利便性向上を図るため、インター

ネットを利用した県税申告手段を提供

・Ｈ１７年８月～ 法人二税

・Ｈ２０年２月～ 自動車関係税

新規 情報通信システム全 42,318 ○ＩＴを活用した電子自治体を推進し、行政 地域振興部

[情報政策課]体最適化事業 サービスの向上、効率的な行政運営を図る

ため、全庁的な視点から情報通信システム

の共有化・集中化を推進

しまね田舎ツーリズ 16,500 ○農山漁村住民と都市住民との交流を促進し 地域振興部

[地域政策課]ム推進事業 地域の活性化を図るため、農山漁村民泊を

中心とする島根式ツーリズムを推進

【主な事業】

・田舎ツーリズムコーディネータの配置

・空き家改修費助成 など

○田舎ツーリズムのさらなる推進のため 全、「

国グリーン・ツーリズムネットワークしま

ね石見大会」を開催

・開催日 １１月２１日(火)～２３日(祝)

・場 所 浜田市、江津市

・参加者 ６００名程度
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 全県フィールドミュ 15,000 ○自然・歴史・文化等の誇れる地域資源を再 地域振興部

[地域政策課]ージアム推進事業 認識し、積極的な情報発信により活力ある

地域づくりと交流人口の拡大を促進

【主な事業内容】

・人的ネットワークの構築

・既存ホームページの強化

・ にほんばし島根館」でのライブ映像等「

の発信

芸術文化センター事 590,650 ○新たな芸術文化の拠点施設としてオープン 環境生活部

[文化国際課]業 したグラントワが、県内外の高い評価と集

客力を得ることができるように、重点的に

事業を実施

【企画事業内容】

内 容

・森鴎外と美術展、

・高円宮家秘蔵展美術館事業

・森英恵ﾐﾆﾌｧｯｼｮﾝｼｮｰ

大ホールの音響や施設の素晴らしさ

を体感できる企画の実施ホール事業

錦織健オペラ「ドン・ジョバンニ」・

・ヨーヨー・マ リサイタル

きんさい広場 石見神楽定期公演

新規 ラムサール条約湿地 61,104 ○宍道湖・中海の貴重な自然環境を保全・活 環境生活部

[自然環境課]の賢明利用推進事業 用し、圏域の振興を図るため、ラムサール

条約登録を契機として、地域住民、関係団

体等との協働による「賢明な利用」の実現

に向けた事業を実施

【事業内容】

《親しむ・知る事業》

シンポジウム、パンフレット作成等

《学ぶ・考える事業》

自然観察会、環境学習会、水鳥観察舎等

《守る事業》

水環境保全活動、水質調査等

《利用する事業》

ラムサールブランド・デザイン作成、

宍道湖湖岸魚介類生息調査等

13



(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 公共関与最終処分場 195,037 ○産業廃棄物最終処分場「クリーンパークい 環境生活部

[廃棄物対策課]確保対策事業 ずも」第２期管理型処分場建設工事に対し

て助成

【事業内容】

・交付先： 財）県環境管理センター（

・規 模：埋立容量４６．６万ｍ3

・事業費：１，３３３百万円

・期 間：Ｈ１８～１９

・交付額：１２７百万円

（単位：百万円）【事業費内訳】

Ｈ１８ Ｈ１９ 合 計

国 (1/4) １２７ １９０ ３１７

県 (1/4) １２７ １９０ ３１７

財団 (1/2) ２７９ ４２０ ６９９

合 計 ５３３ ８００ １，３３３

※国費は、国から財団に直接交付

拡充 古代文化の郷"出雲" 222,404 ○風土記の丘資料館リニューアル事業 教育委員会

[文化財課]整備事業 182,144

［事業内容］老朽化に伴う雨漏り補修、ユニ

バーサル対応及び古代出雲歴史博物館の開

館に伴う展示変更等

［リニューアルオープン］Ｈ１９年７月

（Ｈ１８年１０月閉館、閉館中仮設事務所を

開設し、ガイダンス事業等を継続実施）

［総事業費］３８１百万円

○山代郷北新造院跡遺構保存・復元事業

40,260
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

拡充 石見銀山遺跡来訪者 59,500 ○Ｈ１９年７月に予定される世界遺産登録を 教育委員会

[文化財課]受入・情報発信事業 控え、急増が予想される来訪者に対する受

入体制を整備 49,500

・案内看板の整備

・観光等専門アドバイザーの派遣

・ピーク時の交通規制等対策の検討

・地元組織による商品開発や受入体制整備

等の取組に対して補助 など

○世界遺産登録記念展の開催準備 10,000

［開催時期］Ｈ１９年夏頃

［開催場所］古代出雲歴史博物館及び大田

市の２会場

［Ｈ１８事業内容］展示設計、資料調査、

広報等

古代出雲歴史博物館 1,540,908 ○展示・情報システム工事、備品・周辺整備 教育委員会

[古代文化事業 1,165,357

センター]

○長期にわたり安定的に多くの入館者を確保

するための誘客広報活動等を展開 94,700

・各種媒体を活用した広報宣伝費

Ｈ１９年２月の１か月間ＪＲ全国

1,460駅でポスター掲示

・オープニングイベントの開催

・児童・生徒の博物館利用を促進するた

め、学校と連携した活動 など

○指定管理料、直営管理費 280,851

Ｈ１９年３月オープン
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Ⅳ 新しい時代を切り拓く人材を育む島根の国造り
・一人ひとりを尊重する人づくり

・次世代を担う人づくり

・主体的に参加する人づくり

・個性が生きる人づくり

(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

大学改革推進事業 128,000 ○地域や時代の要請に応え自主的・自律的な 総 務 部

[総 務 課]運営を図るため、県立３大学を統合し独立

行政法人化

［スケジュール］

・Ｈ18年１月 法人設立準備委員会の設置

・Ｈ18年11月 地方独立行政法人評価委員

会の設置

・Ｈ19年４月 公立大学法人島根県立大学

の設立

県民との協働による 40,000 ○住民グループ、ＮＰＯ、企業など多様な主 環境生活部

[環境生活島根づくり事業 体から地域貢献・社会貢献につながる提案

総務課]を求め、共通認識に基づく協働事業を実施

【事業内容】 地域振興部

[地域政策課]・提 案 者 住民グループ ＮＰＯ 企業等、 、

・募集内容 提案者自らが実践する事業で

全県へ波及するモデル性のあ

るもの

・支援内容 提案事業を委託又は補助

高等学校校舎等整備 503,059 ○老朽化した校舎等を計画的に整備 教育委員会

[教育施設課]事業 ①松江養護学校高等部棟整備 456,269

・事業期間：Ｈ１６～Ｈ１８

・総事業費：約８億円

②大田高校屋内運動場改築 28,421

［スケジュール］

Ｈ１８：実施設計、地質調査

Ｈ１９～２０：建築工事、備品整備等

［総事業費］約１０億円

③耐震対策補強調査 18,369
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

拡充 学校再編成関連施設 973,912 ○生徒の多様化、多様な学習ニーズに対応し 教育委員会

[教育施設課]整備事業 た新たなタイプの高校を整備

①定時制・通信制課程高等学校東部独立校

（仮称） 248,677

・開校時期：Ｈ２２年４月を目途

・設置場所：松江市宍道町地内

県林業技術センター跡地

・スケジュール

Ｈ１８：既存施設撤去、造成工事

Ｈ１９：造成工事 地質調査 実施設計、 、

Ｈ２０～２１：建築・外構工事等

・総事業費：約３２億円

②西部拠点校（仮称）

Ｈ１７年度末策定予定の設置基本構想を

踏まえ、Ｈ１８年度から施設機能及び整

備場所等に係る施設整備基本計画策定に

着手

○益田産業高校と益田工業高校を統合し、益

田翔陽高校を設置 725,235

・開校時期：Ｈ１８年４月

・設置場所：益田産業高校地内

・スケジュール

Ｈ１８：実施設計、実習棟建設、野球

場整備等

Ｈ１９：実習棟建設、不足施設・備品

整備等

・総事業費：約２１億円

新規 川本高校・邑智高校 制度創設 ○邑智高校のＨ１９年度募集停止により遠距 教育委員会

[高校教育課]統合に係る通学費等 離通学等を余儀なくされることとなる高校

貸付金制度 生を対象に、通学費等負担増の激変緩和措

置として、貸付制度を創設

［貸付金額］月額18,000円又は9,000円

［貸付利率］無利子

［所得制限］(財)島根県育英会高等学校等奨

学資金の要件を準用

［返済期間］９年又は６年（据置６か月間）

ただし、大学等在学期間中は猶予

［対象者］Ｈ１９年度からＨ２３年度までに

川本・邑智高校統合新設校に入学する者
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 学力向上対策事業 91,000 ○詳細かつ客観的に学力の実態を把握するた 教育委員会

[高校教育課]め、全県学力実態調査の一斉実施 68,729

[義務教育課]・対象：小学３年生から中学３年まで悉皆

・実施時期：Ｈ１８年５月

・結果発表：全国平均値比較

学年別・教科別の平均正答率

意識調査等

○学力実態調査結果を踏まえ、教員の指導力

向上及び授業の改善につながる事業を実施

22,271

・学力向上フォーラム、リーダーセミナー

の実施

・学力向上パイオニアスクールの指定

・授業力向上セミナーの実施

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

結

学 果 リーダー 授業力 フォー

力 説 セミナー 向上セ ラム

調 明 ミナー

査 会

結果分析

学力向上パイオニアスクール、学校訪問指導

拡充 特別な支援のための 162,509 ○ＬＤ（学習障害 、ＡＤＨＤ（注意欠陥多 教育委員会）

[義務教育課]非常勤講師配置事業 動性障害）など特別な支援を要する児童が

、 、にこにこサポー 在籍し 特に対応が困難な小学校を対象に

ト事業 非常勤講師を配置

【非常勤講師】 ７０人（１～２人/校）

【実施期間】 Ｈ１７～Ｈ１８

中学校クラスサポー 95,184 ○不登校や問題行動が急増する中学校１年生 教育委員会

[義務教育課]ト事業 を対象に、学習面・生活指導面からきめ細

かい支援を行うため、必要性の高い大規模

校（１４校）に非常勤講師を配置

【非常勤講師】 ４１人（２学級に１人）

【実施期間】 Ｈ１６～Ｈ１８
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

小学校低学年多人数 442,223 ○小学校１、２年生の３１人以上の学級につ 教育委員会

[義務教育課]学級支援事業 いて、学校の実態等を踏まえ、３０人学級

スクールサポー 編制又はスクールサポート事業を実施

ト事業 ①３０人学級編制

３０人学級編制 【常勤講師】 ６７人（６７学級）

事業 ②スクールサポート事業

【非常勤講師】 ６４人（６４学級）

全国高等学校総合文 73,916 ○Ｈ１９年に本県で開催される第３１回全国 教育委員会

[全国高等学校化祭開催準備費 高等学校総合文化祭島根大会の準備

総合文化祭［開催期間］Ｈ１９年７月２９日～８月２日

推進室]［Ｈ１８事業内容］京都大会派遣、国際交流

事業、総合開会式プレ大会開催、児童生徒

の文化活動育成強化 など
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Ⅴ 産業・交流・連携を支える島根の国造り
・産業・交流・連携を支える通信交通ネットワークの整備

(単位:千円)

分
事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

類

新隠岐空港路線開設 68,000 ○Ｈ１８年７月の新隠岐空港開港・ジェット 地域振興部

[交通対策課]事業 機就航にあわせ、路線維持充実を図るため

利用促進対策を実施

【事業内容】

・旅行商品造成・販売の促進、ＰＲ等

（ ）・開港記念イベント 隠岐古典相撲大会等

出雲空港機能拡充整 272,000 ○出雲空港の機能維持・向上のため、エプロ 土 木 部

[港湾空港課]備事業 ンの拡張・取付誘導路の整備などを実施

①基本･詳細設計（Ｈ１７)

②取付誘導路・スポット補修工事(Ｈ１８)

③エプロン工事（Ｈ１９)

④スポット改良工事等（Ｈ２０）
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（単位：百万円、％）

H17当初予算 H18当初予算 増　減 伸　率

(A) (B) (B)-(A) (B)/(A)

１　補助公共事業費 65,925 53,353 ▲ 12,572 80.9% 

　　〃（含地方道路交付金事業） (84,331) (71,966) (▲ 12,365) (85.3%)

土　木　部 36,491 29,970 ▲ 6,521 82.1% 

農林水産部 29,434 23,383 ▲ 6,051 79.4% 

２　県単独公共事業費 34,112 29,338 ▲ 4,774 86.0% 

　　〃（除地方道路交付金事業） (15,706) (10,725) (▲ 4,981) (68.3%)

土　木　部 31,968 27,486 ▲ 4,482 86.0% 

農林水産部 2,144 1,852 ▲ 292 86.4% 

３　国直轄事業負担金 14,096 14,484 388 102.8% 

土　木　部 12,431 12,876 445 103.6% 

農林水産部 1,665 1,608 ▲ 57 96.6% 

４　維持修繕費 6,693 6,371 ▲ 322 95.2% 

土　木　部 6,663 6,341 ▲ 322 95.2% 

農林水産部 30 30 0 100.0% 

５　受託事業費 1,386 1,135 ▲ 251 81.9% 

土　木　部 1,124 702 ▲ 422 62.5% 

農林水産部 262 433 171 165.3% 

６　災害復旧事業費 5,998 6,492 494 108.2% 

土　木　部 3,995 4,399 404 110.1% 

農林水産部 2,003 2,093 90 104.5% 

合　　計 128,210 111,173 ▲ 17,037 86.7% 

土　木　部 92,672 81,774 ▲ 10,898 88.2% 

農林水産部 35,538 29,399 ▲ 6,139 82.7% 

（注）一般会計、臨港地域整備特別会計、流域下水道特別会計及び県営住宅特別会計

　　　に計上された公共事業費の合計額である。

公 共 事 業 の 概 要

事業区分
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そ の 他

(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 全国知事会議開催事 7,200 ○今後の地方分権改革のあり方等について話 政策企画局

[政策企画監室]業 し合う全国知事会議を開催

・開催予定日 ７月１２日(水)～１３日(木)

・会 場 くにびきメッセ

・参加予定者 各都道府県知事、総務大臣、

全国知事会事務局

竹島領土権確立対策 11,541 ○ 竹島の日を定める条例 の趣旨を踏まえ 総 務 部「 」 、

[総 務 課]事業 問題解決に向けた国民世論の喚起を促す取

組を実施

・竹島問題研究会による調査研究（研究報

告書とりまとめ）

（ 、 ）・広報啓発冊子 英語版 韓国語版を含む

の作成・配布
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重点プロジェクト事業一覧
（単位：千円）

新機能材料開発プロジェクト、健康食品産業形成プロ
ジェクト、新エネルギー応用製品開発プロジェクトなど

経営革新に対する支援事業、市場開拓支援事業、産学官
連携促進事業、島根産業人材確保推進事業

地域づくり実践支援事業、ＩＴを活用した地域産業の創
出・高度化支援事業、地域ビジネス創出事業

島根の米ビジネス推進事業、人と環境にやさしい農業推
進事業

観光トップブランド創出事業

ブランド産品等販路拡大事業、ブランド産品等情報発信
事業、ブランド産品づくり事業など

ふれあい・子育てコミュニティ推進事業、みんなで子育
て応援事業

子どもの心安らぐ居場所づくり支援事業、子ども支援セ
ンター設置事業、人づくり推進事業

1,256,730 1,148,863 888,861

25,300 33,036 30,101

59,393 50,115 50,115

112,839 105,703 55,000

84,693 83,151 80,216

41,950 66,148 43,000

87,968 59,056 27,700

165,694 125,465 70,350

330,257 319,907 169,700

638,945

Ｈ１７
うち重点化枠

676,086 620,340 568,595

745,805

Ｈ１８

 重点化施策名

Ⅰ　新産業・新事業の創出と経営力・技術力強化による
産業の振興

プロジェクト名

841,780

総　　合　　計　　　　Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ

健康福祉部
教育委員会
警察本部

健康福祉部

 観光トップブランド創出プロジェクト

 県産品の販路拡大プロジェクト

Ⅲ　地域社会が支える子育て・子育ち支援

 いつでもどこでも安心して子育てできる環境づくり

87,500 89,000 44,000

商工労働部

商工労働部

商工労働部

商工労働部

部局名

 地域社会で子どもたちが健やかに育つ環境づくり

主な事業名

 地域ビジネス創出支援プロジェクト

Ⅱ　地域資源の産業化と地域産品の高付加価値化

 新たな島根の米ビジネスの確立

 新産業創出プロジェクト

 産業競争力強化プロジェクト

地域振興部
商工労働部

農林水産部
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緊急課題対応枠一覧
（単位：千円）

事　業　名

202,920 　

学力向上対策事業 91,000
詳細かつ客観的に学力の実態を把握するとともに、
小･中･高校が一体となった実効性ある学力向上対策
を実施

教育委員会

医師確保緊急対策事業 73,420
離島・中山間地域及び産科、小児科等の特定診療科
等の特定診療科における深刻な医師不足に対応する
ため、医師確保緊急対策を実施

健康福祉部

島根暮らしＵＩターン
支援事業 38,500

「団塊の世代」の大量退職を契機に、(財)ふるさと
島根定住財団を総合窓口として、ＵＩターン促進策
を強化

地域振興部

206,384

しまね型経営体育成事
業 96,254

平成１９年度から実施される｢新たな経営安定対策｣
の対象となる経営体を育成する取組みを支援

農林水産部

しまね地域提案型雇用
創造促進事業 30,000

地域資源の活用による産業振興、雇用創造について､
地域の協議会等からの提案に基づき雇用対策を実施

商工労働部

建設産業経営革新促進
事業 80,130

公共事業の大幅縮減に伴う建設産業・地域雇用への
影響を考慮し、建設産業に対する支援策を拡充して
実施

土木部

336,969

県有施設アスベスト対
策事業 164,188

吹き付けアスベスト等の含有が判明した県有施設に
ついて、利用者の安全・安心を確保するため、計画
的に処理工事を実施

総務部
教育委員会

アスベスト総合相談窓
口設置事業 5,681 アスベストに関する総合相談窓口を開設 環境生活部

豪雨災害緊急対応事業 167,100
「豪雨災害対策緊急アクションプラン」の策定、水
防法の改正に対応し住民の迅速な避難を可能とする
ための事業を実施

土木部

120,604

ラムサール条約湿地の
賢明利用推進事業 61,104

宍道湖・中海の貴重な自然環境を保全・活用し、圏
域の振興を図るため、ラムサール条約登録を契機と
して、地域住民、関係団体等との協働による「賢明
利用」の実現に向けた事業を実施

環境生活部

石見銀山遺跡来訪者受
入・情報発信事業 59,500

平成１９年７月に予定される世界遺産登録を控え、
急増が予想される来訪者に対する受入体制を整備
世界遺産登録記念展の開催準備

教育委員会

866,877 うち緊急課題対応枠　503,716合　　　計

世界的な文化遺産、自然
環境の保全・活用対策

緊急的な安全・安心対策

概　　要
 課　題　名

予算額 部局名

緊急的な人材育成・確保
対策

緊急的な産業・雇用対策
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分類
新
規

事　業　名 事　　業　　概　　要
Ｈ18目標

（Ｈ17見込）
部局名

出前講座開催事業
「島根県中期財政改革基本方針」に沿った改革に対する県民の
理解と協力を得るため、要望に応じて出前講座を実施

随　時
（６回）

総務部

○ 軒下シンポジウム事業
各種団体、企業が実施する会合の一コマを借りて、その対象者
に応じた少子化関連のシンポジウムを実施

随　時 健康福祉部

○ 地域保健専門職員研修
保健所専門職員が市町村職員等を対象として、地域の実情に
即した研修を実施

随　時 健康福祉部

農林水産「もの知り出前
講座」

農畜産業・林業・水産業に関わる事項について、県民の要望に
応じて出前講座を実施（小中学生向け、大人向け）

随　時
（３0回）

農林水産部

土砂災害防止タウンミー
ティング事業

危険箇所に居住する県民を対象に、関係市町村や小・中学校
等からの要請に基づき、土砂災害防止講座を開催

随　時
（４回）

土木部

青少年音楽鑑賞事業
県内在住の音楽家を登録し、各学校からの派遣要請について
とりまとめ、登録者との日程調整等斡旋を実施

随　時
（１件）

教育委員会

心に残る文化財子ども
塾

県内の小中学校の児童生徒を対象に、郷土の歴史や地域の文
化財などを題材とした体験的教育活動を実施

２５校
（２５校）

教育委員会

○ 音の安全パトロール
小・中学生を対象として、演奏活動を行いながら非行防止や防
犯・交通モラル意識の啓発を図る、警察音楽隊を派遣

２１校 警察本部

○
経済活性化のための
市町村応援団の創設

県職員による市町村別の応援団を設け、各市町村の相談対応
や積極的な提案を実施

随　時 政策企画局

○
「どこでもご意見伺いま
す」事業

県民の意向を反映し、県民と協働した県政運営を行うため、職
員が県内各地へ出向いて県民との直接対話による広聴を実施

随　時 政策企画局

しまね県版特区制度
各種規制の見直しや一部地域で緩和するなどの特例措置を設
けることによる地域のニーズに沿った地域活性化を促進

１０件
（５件）

地域振興部

地域の森パトロール
職員が森林保全巡視員、森林組合等と協力して、地域の森林
の荒廃等に関するパトロールを実施

２回
（１回）

農林水産部

「しまねインバウンドニュ
ース」配信事業

県内、近県で開催される外国エージェントとの商談会開催情報
等を「しまねインバウンドニュース」として、無料情報提供

月２、３回
（７回）

商工労働部

○
土砂災害連絡員養成
事業

土砂災害のおそれのある地域住民の代表者を対象に机上訓練
等を実施し、土砂災害防止に関して地域の核となる人材を養成

随　時
土木部

みんなの力を合わせよ
う！豊かな自然を守りた
い事業

市町村・地元住民ボランティアともに、自然公園や山林等の保
全事業を実施

２回
（２回）

環境生活部

しまね田舎ツーリズム
応援団

農山漁村民泊をはじめとする田舎ツーリズムを支援するため、
ボランティアで農山漁村の取組に参加する為の職員等を組織

加入者
１５０名
（９４名）

地域振興部

砂防ボランティア活動
協働事業

島根県砂防ボランティア協会と職員の協働により、県内の土砂
災害危険箇所の点検と土砂災害防止への意識啓発

年３回
（３回）

土木部

Ｈ１８年度ゼロ予算事業一覧表

出
前
講
座
等

地
域
と
の
連
携
・
県
民
と
の
協
働

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
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